
市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ７－①

 協   働
 効   率 ○
 自   立 ○

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕　現在、文書のライフサイクル管理は、見出し管理を除き、紙ベースで実施さ
れている。しかし庁内をはじめ市民に対する徹底した「情報の公開」や「情報の共有」
は、これまでの紙による「文書（情報）」の管理では物理的（人的・時間的）に限界があ
る。
財務会計については、予算要求・執行管理・決算にわたる業務がシステム化されてい
るが、紙ベースの運用であり紙使用量の増大と保管場所の逼迫をまねいているととも
に、契約業務や物品購入、旅費計算業務などとの連携が図れておらず非効率なデー
タ管理を余儀なくされている。さらに、戦略的な行政経営を行うえで必要となる経営分
析や行政評価等の機能は持っていないのが現状である。

〔問題点〕　一方ＩＴの急速な進展に伴う電子政府・電子自治体の推進として、総合行
政ネットワークへの接続やインターネットを利用した電子申請届出、電子決済など新
たな行政の手続きにも対応していかなければならない。特に今年度(１５年度中)開始
する公的個人認証制度の運用上必須となる「総合行政ネットワークシステム」に対応
する一連の処理をシステム的に行なうためには、電子決裁機能をもった収受・起案・
決裁から総合文書管理システムが必須となっている。
　さらに、現在稼動している「文書管理システム」及び「財務会計システム」は、ＯＳの
メーカーサポートが終了していることや、システム形態（Ｃ／Ｓ）の違いと利用ライセンス
制限があるため、一人一台パソコンでは利用できないこととなっている。
　また、期日について、ナレッジマネジメントシステムにおける情報の蓄積において
は、庁内情報の大半を占める文書管理と財務会計に関するデータは不可欠なものと
なることから、ナレッジシステムの本格運用については、平成１９年度以降となってしま
う。

改革の具体的内容

文書の作成・収受から電子決裁・保存に至る一連の事務処理を電子化し、文書に関
する事務の簡素化・効率化や意思決定の迅速化を進める。また、構築する「総合文書
管理システム」を基盤として、情報公開に迅速かつ効率的に対応できる体制の構築を
推進する。
財務会計事務の省力化・効率化・高度化を図るため、業務を抜本的に見直し、予算
編成、予算執行（歳入・歳出管理）、旅費計算、決算管理、債権債務者管理、有資格
者名簿登録管理、資金管理、公有財産管理、備品管理等が密接に連携し、行政評
価の機能を備えた「統合財務会計システム」を構築する。
これらのシステムを実現するために、その共通基盤として、電子決裁システムを構築
する。
総合文書管理システムと統合財務会計システム、共通事務支援システム、総合行政
ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）との連携を図ることにより、文書の収受、起案から決裁、施
行、保存までをペーパーレスでシームレスに行え、電子文書の共有化を図る事務処
理方法への転換を図る。
現在の書面（紙）による事務処理方法・手順等の見直しを徹底して行い、ペーパーレ
スによる事務処理、電子決裁等が行えるよう既存の制度、文書管理規程等の改正や
新たなルール作りに取り組む。
また、各システムが個々に持っているデータベースを統合することにより、縦割りから
横への連携も可能な統合データベースを構築し、業務の効率化と情報の共有化を進
めていく。

改革項目 　ITを活用した業務革新

改革方針

行政の効率化・迅速化・質的向上を、IT化とと
もに行政全般の制度改革と組織改革に取り組む
ことで大幅に変えることを目指す。このため、
総合行政ネットワークへの接続や現在個々に稼
動している「文書管理システム」や「財務会計
システム」をはじめとした内部行政システムを
連携・統合化するとともに、電子決裁システム
を導入する。

理
念

目
標

行政の効率化・
迅速化・質的向
上を図るために
ITを活用したＢ
ＰＲ（業務革
新）を行なう

平成１９年３月

所管部・室 　総務部　情報政策室 所管室長名 　中野　伸宏
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18

総合行政ネット
ワーク （機器整
備・接続申請・接
続・運用）

総合文書管理シス
テム （仕様検
討・システム構
築・事務処理見直
し・試行）

総合文書管理シス
テム（仕様検討・
システム構築・試
行）（１月）

統合財務会計シス
テム （仕様検
討・事務処理見直
し・システム構
築）（１月）

電子決裁システム
導入準備（７月
～）

総合文書管理シ
ステム本稼動

統合財務会計シ
ステム（システ
ム構築・予算編
成稼動）

電子決裁システ
ム構築・稼動

内部行政システ
ムの連携・統合
化

統合財務会計シ
ステム本稼動
内部行政システ
ムの連携・統合
化

15,000

総合行政ネット
ワーク接続(９月）
総合文書管理シス
テム構築（1月）

総合文書管理シス
テム構築（１月）
統合財務会計シス
テム構築（１月）

総合文書管理シス
テム稼動
統合財務会計シス
テム一部稼動
電子決裁システム
稼動

統合財務会計シス
テム本稼動
内部行政システム
の連携・統合化

計画に
対する
成　果

総合行政ネット
ワーク接続(１０
月７日）
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ７－②

 協   働
 効   率 ○
 自   立 ○

期日

行政風土の改革。
質の高い市民
サービスを提供し
ていくために，情
報の共有化を進
め，広く職員の知
識を結集し体系立
てる仕組みをつく
る。

平成１６年３月

改革項目 　庁内ナレッジシステムの導入

改革方針

庁内における情報の徹底したオープン化と共有化を
図り、迅速な意思決定と効果的・効率的な行政執行
を促進するため、庁内イントラネットを活用し、ナレッ
ジシステムの構築を目指す。

理
念

目
標

所管部・室 　総務部　情報政策室 所管室長名 中野　伸宏

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
　組織機構改革ににより課から室に業務が細分化されたことに、これまで以上
に横の連携が重要となってきている。
　このため、各業務の情報やノウハウが担当室及び担当者だけでなく職員の
誰もが共用できることが必要である。
しかし、現在の紙をベースとした情報のやり取りでは十分な連携は困難であ
り、これまで以上の縦割り組織の弊害が懸念される。
　また業務の重要な情報やノウハウは、多くが職員個人の中に埋もれてしまっ
ており、明文化されていないため有効に活用されていないのが現状である。
　一方、地方分権の進展とともに、自治体の自立力が求められており、現場や
個人の知識を組織で共有し、行政施策に生かすことが求められている。

〔問題点〕
　ナレッジマネジメントシステムの活用にあたっては、情報の蓄積が前提であ
り、庁内における情報の大半を占める文書管理と財務会計に関するデータ蓄
積が不可欠である。このため、システム稼動するためには、それまでに前記シ
ステムの構築が必須となる。

改革の具体的内容

　意思決定の迅速化や紙使用の大幅な削減､職員の能力向上などを図るた
め、情報の共有化を進め、必要な情報・知識・ノウハウを、職員誰もが容易に
収集・習得できるようにする。
・　庁内ポータルサイトの構築・充実
　職務を遂行する上での必要な情報、ツール（様式のダウンロード・例規類集・
庁内電話番号検索や電子会議室など）の提供や職員間のコミュニケーション
を進めるために、庁内ポータルサイトを構築し、その充実を図る。
・情報共有・活用システムの開発と初期情報の蓄積
　　文書管理システムや財務会計システムなど内部情報システムを活用した情
報の蓄積と公開
・　ナレッジマネジメントの導入・順次拡大
　知識、ノウハウを提供しやすい体制づくりを進めるとともに、それらの共有化
を図り、職員個々の能力向上をはじめ市役所全体の迅速化・効率化を進め
る。

107



市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18

情報の活用形態・
システム化の検討
（9月）

情報の活用形態・
システム化の検討
（１２月）

情報共有・活用シ
ステムの開発
初期情報の蓄積

ナレッジマネジメン
トシステムの導入

庁内ポータルサイト
の立ち上げ・充実

情報共有・活用シ
ステムの検討

ナレッジマネジメ
ントシステム導入
準備

ナレッジマネジメン
トシステムの導入

計画に
対する
成　果

庁内ポータルサイ
トの立ち上げ(７
月１日)
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ７－③

 協   働 ○
 効   率 ○
 自   立

期日

改 革 項 目の
現状と問題点

改革方針

市民部市民政策室
行政改革評価室
総務部情報政策室

所管室長名

改革項目

所管部・室

 行政窓口サービスは、市民と行政との最も身近な接点であり、市民の利便性
と深く関わる業務であるが、現状では、戸籍や住民異動、印鑑登録、国民健康
保険、国民年金、税務証明など各種証明及び届出は、各担当の窓口で個別
に受け付けているため、必ずしも市民にとって利用しやすい状況にはない。
また、既存の住民記録システム・税システムをはじめとしたいわゆる住民情報
システムでは、個々のデータベースが独立したものであり、リアルタイムの連携
が図れていないシステムとなっている。
今後、総合窓口としての組織体制の強化や受付窓口（申請・届出）業務の見
直しが不可欠である。

「便利な総合窓口」
(1) 「住民記録・税・国保・年金・福祉」等窓口業務の統合システムを構築する。
(2) 個人認証基盤の確立と関連業務との連携を図る住民基本台帳カード(ICカード)を導入す
る｡
(3) 窓口カウンター・待合ロビー等の改修を行なう。
(4) 「(仮称)総合窓口室」を設置する。
「進んだ総合窓口」
(1) 福祉相談業務や土地建物・水道など、行政サービス全般に関する、より広範な業務を可能
とする総合窓口を構築する｡
(2) 住民基本台帳カード(ICカード)の多機能化を推進する｡
(3) 行政情報端末を、名張連絡所をはじめとした市内数ヶ所に設置する。
「選べる総合窓口」
(1) インターネットや携帯電話・ＦＡＸなどを活用して申請・サービスの提供を受けることが可能
な「選べる総合窓口」をノンストップサービスで実現する｡
(2) 将来は、行政サービスだけでなく、電気・ガス等の公共サービスも含めた市民にかかわる可
能な限りの届出・申請手続きの窓口機能を持つことを目標とする。「身近な窓口」
（１）先ずは、他の市町村でも行われている延長窓口（時間外及び日曜日）を検討する。
（２） 証明関係 について、１箇所でできるような総合証明窓口（戸籍・税関係）を検討する。

改革の具体的内容

市民サービスの向
上を目的として、
各種申請・交付・
証明業務をワンス
トップ・ノンストップ
サービスを提供す
る。

福  山  英  敏
山　本　順　仁
中  野　伸  宏

平成１９年3月

　ワンストップ・ノンストップサービスの実施

理
念

目
標

市民が求めるサービスを的確・適切に提供するため、
市民ニーズの的確な把握に努め、市民が１ヶ所の窓
口で複数の届出・申請手続きを済ますことができる
「身近で便利な総合窓口」を開設する｡さらに、「進ん
だ総合窓口」として市内の数ヶ所に行政情報端末を
設置するとともに、「選べる総合窓口」としてインター
ネット等によるノンストップ窓口サービスを実現する｡
また、総合窓口としての組織体制の強化や受付窓口
（届出・申請等）についての窓口業務の見直しが必要
である。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

－

◎総合窓口に関す
る調査研究
◎各室との総合窓
口に関する意見集
約（９月）
◎延長（戸籍・税の
証明関係）窓口の
実施＜試行：10月
～１２月の間→週２
回＞現在も継続中

16

15 16 17 18

17 18

◎総合窓口システ
ムの構築

◎専門チ－ムの発足
７月
◎市民が求める窓口
サ－ビスの調査（市
民ニ－ズの把握） ６
月
◎延長窓口の実施
についての再検討 ７
月以降月２日程度日
曜窓口の実施検討
◎総合窓口に関する
仕様検討（実施計画
の素案作成）
７月～３月
◎総合証明窓口（戸
籍・税関係）を検討
７月～３月

－

◎総合窓口シス
テムの構築
◎（仮称）総合窓
口準備室の設置
◎手動による総
合窓口実施（試
行）

15

◎総合窓口に関す
る調査研究
◎各室との総合窓
口に関する意見集
約（９月）
◎延長（戸籍・税の
証明関係）窓口の
実施＜試行：10月
～１２月の間→週２
回＞

－

年度別
計　 画

計画に
対する
成果
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

項目番号 ７－④

 協   働
 効   率 ○
 自   立

期日

ホームオフィス制
度について検討す
る。

平成１９年３月

改革項目 　ホームオフィス制度導入

改革方針

ＩＴの進展にあわせ、職員が自宅で事務処理が可能
なホームオフィス制度を検討する。

理
念

目
標

所管部・室 　総務部　情報政策室 所管室長名 　中野　伸宏

改 革 項 目の
現状と問題点

〔現状〕
大都市や遠距離に支所等をもっている場合は、通勤時間や勤務施設の規模
において一定の効果が考えられる。
一方、地域経済の活性化を目的や、女性や高齢者などの就労機会の創出を
目的に、ITを活用したSOHO支援策の検討・推進が各地で進められている。
〔問題点〕
テレワークをホームオフィスで行う場合は、情報通信上の管理やホームオフィ
スでの管理などセキュリティ対策が十分行われていなければならず、非常に困
難と考えられる。
特に、市民の個人情報を扱う業務については、ネットワークや端末、自宅での
執務環境などにたいして万全のセキュリティが確保されるとともに、個人情報保
護に関して細心の取り扱いを要する。
行政事務をITを利用して在宅勤務により行政事務を行う場合は、VPNや認証
基盤整備などのセキュリティ対策費用も含めた費用対効果を検証していく必要
がある。

改革の具体的内容

 一部の特定職種における電子メールやファックスを利用した在宅勤務の導入
について検討する。
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市政一新プログラム　改革項目実施計画表 ＜平成１６年５月２５日＞

年     度

内      容

目　　標
(数値等)

経費節減額
　　　(千円)

内　　容

目　　標
（数値等）

経費節減額
　　　(千円)

年度別
計　 画

15 16 17 18

調査研究 調査研究 導入の検討

計画に
対する
成　果

調査研究中
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